
　厚生労働省では、労働組合の状況を明らかにするため、毎年６月３０日を基準日として、国内全ての労
働組合を対象に「労働組合基礎調査」を実施しています。このたび、県内分を取りまとめましたので、そ
の概要を紹介します。

　仕事と育児を両立しやすい職場環境整備の促進を図るため、従業員の育休からの職場復帰
に際し、国の「両立支援等助成金（育児休業等支援コース）」における「職場復帰時」の助成金
支給を受けた「働きやすい職場『ひなたの極』」認証企業に対して、県が奨励金を支給します。

❶「働きやすい職場『ひなたの極』」の認証企業であること
❷令和６年４月１日以降に、宮崎労働局から両立支援等助成金育児休業等支援コース（職場復帰時）の支給決定を
受けた者であること　※その他の要件は、県ホームページをご覧ください

国の両立支援助成金の支給決定を受けた日の翌日から起算して２か月以内
※令和６年度の申請受付は、令和7年３月１４日（金）までとなりますが、令和７年度も募集予定です。

15万円　※第２子以降の出産に伴う育児休業は５万円加算

令和６年労働組合基礎調査結果のお知らせ

　仕事と育児を両立しやすい職場環境整備の促進を図るため、従業員の育休からの職場復帰
「宮崎県育休復帰時奨励金」のご案内

「仕事と生活の両立応援宣言」「仕事と生活の両立応援宣言」「仕事と生活の両立応援宣言」「仕事と生活の両立応援宣言」「仕事と生活の両立応援宣言」「仕事と生活の両立応援宣言」「仕事と生活の両立応援宣言」

●株式会社ジャムコエアクラフトインテリアズ
　　　　　　　　　　　　宮崎工場
●宮崎竹田物産有限会社
●有限会社永﨑建設
●社会福祉法人こころ
●河上水産有限会社　　　　　　　　
●株式会社小田電業
●株式会社サンライフ  
●医療法人建悠会 吉田病院
●株式会社福和
　・居宅介護支援事業所　けあぷらん福種
　・訪問介護事業所　笑福
　・住宅型有料老人ホーム　福の樹

1月の新規ご登録企業
●宮崎水管理株式会社
●株式会社共同設計
●社会福祉法人仁愛会
●株式会社Vitalize
　・小林支社/宮崎支社
●株式会社増田工務店
　　　　　　宮崎支店

２月の新規ご登録企業 ３月の新規ご登録企業
～新しい両立応援宣言宣言企業～

宮崎県　仕事と生活の両立

宮崎県育休復帰時奨励金

宮崎県育休復帰時奨励金の概要

支給額

主な支給要件

申請期限

労働組合数及び組合員数の推移

年 組合数 組合員数
対前年増減数

組合数 組合員数
令和２年 478 47,630 △ 11 △ 600
令和３年 474 47,296 △ 4 △ 334
令和４年 469 47,120 △ 5 △ 176
令和５年 460 46,778 △ 9 △ 342
令和６年 453 46,754 △ 7 △ 24

詳細は、県HPをご確認ください。

●石田トーヨー住器株式会社
●湯川建設株式会社 都城営業所
●社会福祉法人 浄信会 紙屋保育園
●黒木建設株式会社
●社会福祉法人 恩賜財団済生会支部
　　　　　　　　宮崎県済生会 日向病院
●医療法人 いしだ整形外科
●東洋プロパン瓦斯株式会社
　・本社（日向営業所）　　・延岡営業所　　
　・本郷営業所　　　　　・佐土原営業所
　・日南営業所
●株式会社デンソー宮崎
●有限会社一政設備
●GMO NIKKO株式会社
●雲海酒造株式会社

寄せられた相談をもとに、お答えします。寄せられた相談をもとに、お答えします。

宮崎県中小企業労働相談所

宮崎県雇用労働政策課労政福祉担当　TEL：0985-26-7106

このような問題についてお困りの場合は、宮崎県中小企業労働相談所にご相談ください。

お問合せ先

相  談  先 宮崎県中小企業労働相談所(宮崎/都城/日南/延岡)
※詳細は、2ページをご覧ください。

フリーランスの取引に関する新しい法律
（「特定受託事業者に係る取引の適正化等に
関する法律」）が昨年11月に施行されまし
た。法律の概要を教えてください。

労働相談
Q&A Q

１　法律の目的（１条）
この法律は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、
　　①フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の適正化　
及び②フリーランスの方の就業環境の整備　　
を図ることを目的としています。

２　法律の適用対象（2条）
「発注事業者」から「フリーランス」への「業務委託」（事業者間取引）を適用対象
（用語の定義）
ⅰ　フリーランス（特定受託事業者）
業務委託の相手方である事業者で、
①個人であって従業員を使用しないもの（個人事業者）
又は、
②法人であって一の代表者以外に他の役員がなく、かつ従業員を使用しないもの(一人社長)

ⅱ　特定受託業務従事者
特定受託事業者である個人及び特定受託事業者である法人の代表者をいう

ⅲ　発注事業者
フリーランスに業務委託する事業者で、「業務委託事業者」という。
そのうち、以下のいずれかに該当するものを「特定業務委託事業者」という。
①個人であって従業員を使用するもの
②法人であって二以上の役員があり、又は従業員を使用するもの

ⅳ　従業員…週労働20時間以上かつ31日以上の雇用が見込まれる者
（注）契約が業務委託であっても、働き方の実態として労働者である場合は、この法律は適用されません。

３　法律の内容
発注事業者の要件のパターン及び義務項目　　　　　　　　　　　
（発注事業者の要件のパターン）
Ａパターン（業務委託事業者・従業員又は役員の有無は問わない ）
フリーランスに対する義務…（1）

Ｂパターン（特定業務委託事業者）
フリーランスに対する義務…（1）、(2）、(4）、(6）
Ｃパターン（ 特定業務委託事業者・一定の期間以上行う業務委託である）
フリーランスに対する義務…（1）、(2）、(4）、(6）
※１か月以上の期間の場合（3）が加えられる
※６か月以上の期間の場合（5）、（7）が加えられる

（義務項目（1）～（7））
ア（特定受託事業者に係る取引の適正化）
（1） 書面等による取引条件の明示（３条）
（2） 報酬支払期日の設定・期日内の支払（４条）
（3） 禁止行為（受領拒否等）（５条）
イ（特定受託業務従事者の就業環境の整備）
（4） 募集情報の適格表示（12条）
（5） 育児介護等と業務の両立に対する配慮（13条）
（6） ハラスメント対策に係る体制整備（14条）
（7） 中途解約等の事前予告・理由開示（16条）
※発注事業者の義務の具体的内容などは、政省令・告示などで定めてあります。
※詳細な法律等の内容や最新の情報については、関係省庁のホームページをご覧ください。
※疑問点や不明確な点等、お問い合わせの場合は、項目（1）～（3）については、公正取引委員会、中小企業庁、項目（4）～（7）
については、厚生労働省（都道府県労働局）にお問い合わせください。

法律の概要は、以下のとおりです。A
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